



















































実績・竣工面積は増え続けている（図表 1・図表 2 左）。ここからは、再開発事業の進捗は
経済環境の変動に対して大きな影響を受けているようには見えない。しかし、バブル経済








































































































































































































































































































































































竣工延床面積推移（ 千m2）  
5年区分	 累計	
図表 2 再開発事業竣工延床面積推移と全国建築着工延面積推移の比較（５年区分） 
（出典）再開発事業：『日本の都市再開発』（全国市街地再開発協会）掲載データより筆者作成 















図表 3 事業時期別補助金比率の分布 
（出典）『日本の都市再開発』第１〜７集（全国市街地再開発協会）をもとに遠藤(2014)作成 
    G1:1970年代、G2:1980年代、G3:1990年代、G4:2000年代 
図表 4 人口区分別・５年区分別 容積率・補助金比率の変動 
（出典）『日本の都市再開発』等実績データをもとに筆者作成 























































































































































































































































































































































図表 6 低容積型再開発事業の具体事例 
（出典）「特集 身の丈再開発と施設運営」,『再開発コーディネーター』No.146(2010) および 
    一ツ田正和(2006)「TMOをデベロッパーとした低容積型再開発事業」, 
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